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触法調査又はぐ犯調査等に関する書類の様式について

（平成２０年３月１９日）

（栃少第５号）

触法調査又はぐ犯調査等に関する書類の様式及び取扱要領は下記のとおりである

ので、事務処理上遺憾のないようにされたい。

第１ 制定の趣旨

少年警察活動規則の一部が改正されたことに伴い、触法調査又はぐ犯調査等

に関する書類の様式を定めたことから、その作成方法について示した。

第２ 取扱要領

１ 触法調査に関する書類の作成

(1) 触法少年を児童相談所に送致し、又は通告するに当たっては、当該少年の

適正な処遇に資するため、触法少年事件送致書（別記様式第３２号）又は児

童通告書（別記様式第３７号）のほか、必要に応じて、調査報告書、当該少

年及び関係者の申述書（別記様式第３号）その他必要な書類を作成すること。

(2) 触法少年を発見した場合（ぐ犯少年、児童相談所等への通告が必要と認め

られる要保護少年、継続補導が必要な不良行為少年及び継続的支援が必要な

被害少年を発見した場合も同様とする。）は、発見報告書（別記様式第５０

号）を作成する。

発見報告書には、触法少年を発見した経緯、事案の概要及び発見した際発

見者がとった措置等を記載すること。

(3) 触法少年であると疑うに足りる相当の理由のある者（第２の１において「少

年」という。）の申述書を作成する場合は、少年の年齢、知能等に応じた平

易な言葉を用いること。申述書には、当該少年の署名及び押印又は指印（以

下「署名押印等」という。）を求めること。また、事情聴取に立ち会い、又

は申述書の内容を確認した保護者等がある場合には、当該保護者等にも署名

押印等を求めること。

なお、少年と他の被疑者とが共犯関係にある場合は、当該触法少年は、他

の被疑者に関する捜査上の参考人となるので、参考人供述調書を作成するこ

と｡

(4) 触法調査における証拠物及び少年法（昭和２３年法律第１６８号）第２４

条の２第１項各号のいずれかに該当する物件を少年が所持しているときは、

少年法第６条の５第２項の規定により準用する刑事訴訟法（昭和２３年法律

第１３１号）の規定に基づき措置することができる。
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なお、触法調査における証拠物及び少年法第２４条の２第１項各号のいず

れかに該当する物件を少年以外の者が所持しているときも同様とする。

(5) 少年に任意提出書（別記様式第４号）、還付請書（別記様式第１６号）及

び所有権放棄書（別記様式第１５号。以下「任意提出書等」という。）を作

成させるときは、少年の年齢、知能等に応じた平易な言葉を用い、各書類の

意義等について丁寧に説明すること。任意提出書等には、当該少年の署名押

印等を求めること。また、事情聴取に立ち会い、又は任意提出書等の内容を

確認した保護者等がある場合には、当該保護者等にも署名押印等を求めるこ

と。

(6) 少年法第６条の５第１項の規定により、警察官は、触法調査をするについ

て必要があるときは、押収、捜索、検証又は鑑定の嘱託（以下「押収等」と

いう。）をすることができるが、警察官を除く警察職員については押収等を

することができないことから、押収等において用いる書類（領置調書（甲）

（別記様式第５号）を含む。）を作成することはできないので留意すること。

(7) 少年法第６条の６第３項の通知は調査概要結果通知書（別記様式４９号）

をもって行うものとする。

２ ぐ犯調査に関する書類の作成

(1) ぐ犯少年を家庭裁判所に送致し、又は児童相談所に通告するに当たっては、

当該少年の適正な処遇に資するため、ぐ犯少年事件送致書（別記様式第３３

号）又は児童通告書（別記様式第３７号）のほか、必要に応じて、調査報告

書、当該少年及び関係者の申述書その他必要な書類を作成すること。

(2) ぐ犯少年と認められる者（第２の２において「少年」という。）の申述書

を作成する場合は、少年の年齢、知能等に応じた平易な言葉を用いること。

申述書には、当該少年の署名押印等を求めること。また、事情聴取に立ち会

い、又は申述書の内容を確認した保護者等がある場合には、当該保護者等に

も署名押印等を求めること。

(3) 少年が少年法第２４条の２第１項各号のいずれかに該当する物件その他家

庭裁判所の審判に必要と認められる物件を所持しているときは、その同意を

得た上で一時これを預かること。この場合、当該物件を預かった警察職員は

預り書（別記様式第５１号）を作成するとともに、保護者等の申述書を作成

し、当該物件を預かった旨を明らかにする書面を当該少年又は保護者等に交

付する等して、物件の預かりのてんまつを明らかにしておくこと。

(4) 少年以外の者が、少年法第２４の２第１項各号のいずれかに該当する物件

を所持している場合等で、事案処理のため特にその物件を必要とするときは、

所有者等の協力を得て、任意差出書（別記様式第５２号）とともにその物件
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の提出を求めること。このとき提出者には、任意差出書の写しを交付する等

して、そのてんまつを明らかにしておくこと。

なお、ここにいう任意差出書は、司法警察職員捜査書類基本書式例及び訓

令別記様式第３７号に規定する任意提出書とは異なるものであるので留意す

ること。

(5) (3)又は(4)の場合において、被害者その他権利者に物件を返還する場合は、

受領書（別記様式第５３号）を徴すること。また、非行の防止上所持させて

おくことが適当でないと認められる物件を少年が所持していることを発見

し、これを所有者その他の権利者に返還させた場合は、当該権利者から受領

書を徴する等物件の措置のてんまつを明らかにする措置を講ずるものとす

る。

３ 継続補導を要する不良行為少年等の取り扱い

継続補導を要する不良行為少年及び継続的な支援を要する被害少年等につい

ては、少年事案処理簿（別記様式第４８号）を作成し、継続補導及び継続的な

支援についてその経過を明らかにすること。

４ 調査主任官指名簿

(1) 触法調査

個々の触法調査につき調査主任官の指名を受ける者に対し、規則第１８条

第２項及び第３０条第１項に規定された職務を的確に行わなければならない

旨を徹底するとともに、適切な指名を担保するという趣旨から、指名に当た

っては調査主任官指名簿（別記様式第５４号）に所定事項を記載し、指名者

において押印した後、指名を受けた者が閲覧できる状態におくものとする。

(2) ぐ犯調査

個々のぐ犯調査における調査主任官の指名に当たっても、調査主任官指名

簿（別記様式第５５号）に所定事項を記載し、指名者において押印した後、

指名を受けた者が閲覧できる状態におくものとする。

５ 書類の編冊

(1) 児童相談所への送致書類は、概ね次の順序によって綴ること。

ア 触法少年事件送致書（別記様式第３２号）

イ 書類目録（別記様式第３１号）

ウ その他の書類

その他の書類のうち証拠物関係書類については、当該書類の謄本を綴り、

正本については、当該証拠物を家庭裁判所へ送付する際に併せて送付するこ

と。ただし、還付又は廃棄を実施したことにより家庭裁判所へ送付すること

のない証拠物に係る書類については、当該書類の正本を児童相談所へ送致す
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ることとする。

(2) 家庭裁判所へ証拠物を送付する際は、概ね次の順序によって証拠物送付書

類を綴ること。

ア 証拠物送付書（別記様式第３４号）

イ 証拠物総目録（別記様式第３０号）

ウ 証拠物関係書類

証拠物関係書類については、当該書類の正本を綴ること。

６ 黒表示及び赤表示

申述書及び証拠物関係書類については、あらかじめ栃木県警察において印刷

管理している一定の様式の用紙を用いる必要があること並びに送致記録に綴っ

た場合に申述書及び証拠物関係書類の所在位置を明確にする必要があることか

ら、申述書の右縁下部に黒表示、証拠物関係書類の右縁下部に赤表示を設ける

こと。ただし、継続用紙については各表示を省略することができる。

黒表示及び赤表示は、用紙の右縁下部に、概ね縦40㎜、幅５㎜の大きさとす

ること。

第３ その他

この通達に規定するもののほか、触法調査又はぐ犯調査に関する書類の取扱

要領については、触法調査又はぐ犯調査の性質に反しない限り、司法警察職員

捜査書類基本書式例、犯罪捜査規範（昭和３２年国家公安委員会規則第２号）

別記様式等の取扱要領によるものとする。

第４ 施行期日及び経過措置

なお、様式を定める訓令においては特段の経過措置を設けていないが、当分

の間、司法警察職員捜査書類基本書式例、犯罪捜査規範等により規定されてい

る様式に必要な加筆修正を施した上で、使用して差し支えないこととする。


